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第９８回 鳥取市都市計画審議会 議事録 

 

 

１ 日 時：平成２４年７月３１日（火）１０：００～１１：３０ 

 

２ 場 所：鳥取市役所 本庁舎４階 第３会議室 

 

３ 出席者：福山敬委員（会長），石川真澄委員，岡野賴雄委員，池上博行委員， 

赤山渉委員，竹森貞美委員，山口朝子委員，沖時枝委員，藤田和代委員， 

山根やよい委員，房安光委員，児島良委員，湯口史章委員， 

足立正文氏（山田和成委員代理）,永原知明氏（中村均委員代理） 

小西賢吾氏（佐々木照正委員代理） 

 

  欠席者：清水昭允委員，石田憲太郎委員，田中衛委員 

 

４ 議題  議案第１号 鳥取都市計画緑地の変更について（西町緑地の変更） 

議案第２号 鳥取市営住宅の入居基準の見直しについて 

      

５ 議事 

事務局 

それでは、定刻となりましたので、ただ今より第９８回鳥取市都市計画審議会を開催

いたします。本日はお忙しいところ、本審議会にご出席いただきまして、誠にありがと

うございます。私は、本審議会の事務局を担当しております都市整備部次長の藤井でご

ざいます。本日の進行を務めさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 

まず初めに、資料のご確認をお願い致します。本日は、「会議次第」、「鳥取市景観計

画の変更についての意見（回答）」、「市営住宅の入居基準見直しに係る参考資料」をお

配りしております。議案書並びに資料の「公営住宅」、「鳥取市営住宅の入居基準の見直

し概要(案）」につきましては、あらかじめお送りしております。お手元にお持ちでない

委員の方がいらっしゃいましたらお声をおかけください。 

本日の審議会の進行につきましては、お手元の次第に従いまして進めさせていただき

ます。 

まず、委員の皆様の出欠報告をさせていただきます。１号委員の清水委員、２号委員

の石田委員、３号委員の田中委員が所用のため欠席されております。また、３号委員  

鳥取県東部総合事務所県土整備局長の山田委員の代理として計画調査課長の足立様が、

鳥取県東部総合事務所農林局長の中村委員の代理として農林局副局長の永原様が、鳥取
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警察署長の佐々木委員の代理として交通第一課長の小西 様がご出席でございます。 

 本日は、出席委員数１６名であり、全委員１９名の過半数の出席となっており、当審

議会が成立していることをご報告いたします。 

それでは、本日審議していただきます議案は２件、報告事項が１件でございます。 

これから先の議事進行は、会長が議長となり進めていただきたいと思います。福山会

長よろしくお願いします。 

福山会長 

 皆様おはようございます。大変暑い中お集まりいただきありがとうございます。本日

は、議案が２件、報告事項が１件です。８月にも審議会を予定しております。また最後

にご案内したいと思います。 

まず、議事録の署名委員については、本審議会運営規則第１０条第２項の規定で、「議

事録には、会長及び会長が指名する２名の委員が署名する」とありますので指名させて

いただきます。本日は、赤山委員 と 房安委員 にお願いをしたいと思います。よろし

くお願いします。 

なお、議事録は、発言内容と名前を記載させていただき、市のホームページに掲載す

ることにしております。そのことも申し添えたいと思います。 

それでは、議事に入ります。議案書２ページの報告第１号、会議幹事・参与員の報告

を事務局よりお願いします。 

事務局 

 報告第１号をさせていただきます。議案書の２～３ページになります。本日の審議会

には、鳥取市都市計画審議会条例第８条の規定により、３ペ－ジの幹事・参与員が出席

しております。幹事のうち、井上幹事につきましては、所用により欠席でございます。

以上でございます。 

福山会長 

それでは、議案第１号 鳥取都市計画緑地の変更について、事務局より説明をお願い

します。 

事務局 

都市企画課の田中と申します。よろしくお願いします。 

議案第 1号について説明させていただきます。 

議案書の５ページをご覧ください。議案第１号、鳥取都市計画緑地の変更について、

都市計画法第２１条第２項において準用する、同法第１９条第１項の規定により諮問し

ます。 

６ページをご覧ください。今回変更する内容ですが、平成２０年２月に都市計画決定

しました、８号 西町緑地を具体の機能や施設配置にあわせ、表のとおり、変更しよう

とするものでございます。なお、内容の詳細につきましては、後で説明させていただき

ます。 
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７ページの総括図をご覧下さい。この図面は本緑地の位置を示していますが、図面の

縮尺が大きくて、大変わかりにくいですが、西町３丁目及び４丁目地内の、智頭街道沿

いのわらべ館の隣接地となります。 

８ページをご覧ください。今回の変更内容を変更前後対照表として示したものでござ

います。緑地の都市計画決定については、名称、位置、面積及び区域を定めることとな

っており、今回、位置、面積、区域を表のとおり変更しようとするものでございます。 

９ページの計画図をご覧ください。青い線の区域が、現在の西町緑地の区域を表して

おります。また、赤い線の区域が、変更後の区域となります。変更箇所は、青色の塗り

つぶし部分の駐車場、売店、トイレがある区域で、約０．３２haを削除しようとするも

のです。また、赤色の塗りつぶし部分、西町３丁目・４丁目の字界の辺りですが、わら

べ館側の園路区域 約０．０４haを追加しようとするものです。この区域変更により、

位置が鳥取市西町４丁目から鳥取市西町３丁目、西町４丁目に、面積が約０．５７ha

から約０．２９haとなります。 

１０ページの変更理由書をご覧ください。まず、西町緑地の概要ですが、平成２０年

２月にわらべ館来訪者や観光客など、幅広い世代の市民のつどい・にぎわい・憩いの拠

点となる緑地空間の場を整備するため、都市計画決定しました。区域については、わら

べ館と一体で利用可能な区域となること、まとまった緑地空間が確保できること、緑地

利用者、わらべ館利用者に配慮した便益施設として駐車場やトイレなども考慮した整備

区域としました。 

その後、整備が進み、駐車場 約０．２５haについては平成２３年４月に駐車場法に

基づく路外駐車場として供用開始し、緑地につきましては都市計画緑地外の園路部分を

含む約０．２９haを平成２４年４月に供用開始しております。 

次に、今回の変更理由について説明いたします。西町緑地については、既存の駐車場、

売店及びトイレを活用しながら施設及び機能の配置の検討を行い、約０．２５ha を緑

地、約０．３２ha を駐車場、売店及びトイレとして整備を行いました。このことで、

緑地と駐車場等の区域の境界が明確となり、実際の土地利用状況を踏まえ、区域を変更

しようとするものです。 

また、都市計画緑地内では売店等の施設の建築面積が制限されているため、現在の売

店やトイレを区域から除外することにより、新たな便益施設の建築が可能となります。

併せて、駐車場を除外することにより、駐車場面積が緑地面積に比較して過大となって

いる状況を改善し、駐車場の自由度を高めるものでございます。 

１１ページの都市計画変更の経緯の概要をご覧ください。この変更については、今年

６月に地元と協議し、また、７月に都市計画法第１９条に基づき鳥取県と協議しており、

双方から「異存なし」との回答をいただいております。また、同法第１７条に基づき２

週間の縦覧を行いましたが、縦覧者及び意見書の提出はございませんでした。 

なお、現在の整備状況として、次の１２ページに現況写真をつけております。 
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以上で説明を終わります。 

福山会長 

ありがとうございました。本件について、ご意見、ご質問がございましたらお願いし

ます。 

平成１９年頃から本審議会で審議いただいている案件ですが、いかがでしょうか。 

現況写真が付いていますが、整備はほぼ終わったと考えてよろしいですか。 

事務局 

はい、ほぼ整備は終わっています。 

福山会長 

よろしいでしょうか。では、異議がございませんので、議案第１号の鳥取都市計画緑

地の変更は、原案のとおり承認することとします。 

それでは、議案第２号 鳥取市営住宅の入居基準の見直しについて、事務局より説明

をお願いします。 

事務局 

まず初めに、本議案を都市計画に関する事項として取り扱い、都市計画審議会で審議

いただく理由を説明いたします。 

都市計画法において、「都市計画」とは、都市の健全な発展と秩序ある整備を図るた

めの土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事業に関する計画としており、地方自治

体の公営住宅のあり方などの住宅施策は、その土地利用や市街地開発といった都市計画

の重要な要素となっています。また、公営住宅は、都市における適切な居住機能の確保

及び都市機能の増進を図るものであるため、都市計画に関する事項として取り扱うこと

とします。また、本市では住宅施策を審議する専門的な機関を設置していないため、本

審議会でご審議いただきたいと思います。 

従いまして、議案第２号 鳥取市営住宅の入居基準の見直しについて、鳥取市都市計

画審議会条例 第２条の規定により諮問します。 

この議案につきましては、住宅の安全網として重要な市営住宅に関する条例改正を目

的とするため、本日を含め３回ご審議いただき、答申をいただきたいと考えています。 

それでは、建築住宅課よりご説明をさせていただきます。 

事務局 

 建築住宅課参事の神谷と申します。よろしくお願いします。 

 議案第２号鳥取市営住宅の入居基準の見直しについてということで諮問文書を付け

ております。１５ページに、鳥取市営住宅の入居基準の見直しの内容を活字で示してい

ますが、少し分かりにくいため、資料を中心に説明させていただきます。 

 まず、別添の公営住宅という資料をご覧ください。これは、公営住宅とは何かという

ところをご理解いただくために作成した資料でございます。何となく公営住宅、市営住

宅のイメージはお持ちかと思いますが、具体的にはどういうものなのかを最初に説明さ
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せていただきます。 

１ページですが、公営住宅法第１条を記載しています。公営住宅の目的は、国および

地方公共団体が協力して、健康で文化的な生活を営むに足る住宅を整備し、これを住宅

に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸し、または転貸することにより、国民

生活の安定と社会福祉の増進に寄与することとなっています。この中の住宅に困窮する

低額所得者とはどういう者を意味するのかですが、民間の住宅市場において自力で確保

することが困難な者となります。現行法上、本来階層 158,000 円／月以下、裁量階層

214,000 円／月以下という基準がございます。裁量階層の意味ですが、高齢者、障がい

のある方、子育て世帯など特に入居の安定を図る必要がある階層で、若干収入が高くて

も入居を可能としているものです。また、低廉な家賃の意味ですが、同種同類の民間賃

貸住宅と比較して低廉な家賃であること、低額所得者が負担可能な家賃であることとな

っています。具体的に本市の市住家賃は、最低で 8,800 円、最高で 45,600 円でござい

ます。収入分位という言葉が出てきますが、収入によって家賃は変わっていきます。最

低の 8,800 円というのは、一番安い家賃の市営住宅で、かつ収入の階層が一番低い方の

家賃です。最高の 45,600 円というのは、一番高い家賃の市営住宅で、かつ収入の階層

が一番高い方の家賃となります。したがいまして、全ての市営住宅がこの中に入ること

になります。一般的には、民間の家賃と比較しても安い家賃を設定しております。 

続きまして、本市の市営住宅の状況を説明いたします。現在、４４団地２，１８１戸

を管理しています。施設管理につきましては、通常の維持管理のために点検や修繕を行

っておりますし、老朽化したものに対しては総合改善工事により改修を行って、長寿命

化と言っていますが、なるべく長く使えるように考慮しております。また、一部におい

ては建替えも行っております。 

次に家賃収納ですが、表で示していますが、年間約 4 億 4,000 万円余りの収入となっ

ています。おおむね徴収出来ていますが、過年度分というのは、過去に転居したり県外

に転出されたり少し徴収が困難となっているものも含まれます。近年は、悪質な滞納者

に対しては、訴訟などの法的措置も行っております。 

次に特記事項ですが、市営住宅についてはいろいろな修繕要望やトラブルがあり、例

えば夜間にも電話があり対応しなければならない状況がある中で、現在４団地、大森団

地、湖山団地、田島団地、湯所団地の３９２戸を民間の管理会社にモデル的に管理委託

をしている事例がございます。まだ一部の市営住宅での事業ですが、迅速な対応という

面では効果が出でいると考えています。委託期間２年間で、後１年あり、最終的にはこ

の状況を踏まえて方向性を決めたいと考えています。 

続きまして公営住宅の変遷についてですが、当初、公営住宅法は国庫補助公営住宅い

わゆる庶民住宅を恒久処置とするため制定されました。戦後住宅難を解消するための改

正であるとか、諸々時代に応じて変遷を遂げております。最終的に５ページになります

が、現在、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の
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整備に関する法律、いわゆる地域主権改革一括法の制定によって、整備基準の見直し、

入居者資格の見直し等を地方自治体の裁量で決めることができることとなりました。こ

の条例制定の期限が、平成２５年４月１日までとなっております。そのため、今回見直

しを提案させていただきました。 

次に６ページからですが、どういう方が入居されているのかをグラフ化したものでご

ざいます。まず、世帯主の年齢別割合になります。このグラフからは、６０歳以上の世

帯主が多いことが分かるかと思います。特に、鳥取地域、合併前の旧鳥取市では、半数

近くは６０歳以上の世帯主となっております。全地域を見ても世帯主の高齢化が進んで

おります。 

７ページは、世帯人数別入居世帯数を示しています。ここからは、１人や２人世帯の

割合が高いことが分かると思います。 

８ページは、家族構成別入居世帯数を示しています。親と子の割合が最も高く、高齢

単身世帯や高齢夫婦世帯など高齢者のみの世帯割合も２０％を超える状況となってい

ます。 

９ページは、居住年数別入居世帯数を示しています。９年以下の割合が多いですが、

３０年以上住んでいる方も７．５％いらっしゃいます。２０年以上の割合が２０％以上

となっており、長期化している現状が見てとれます。 

１０ページの収入区分別入居世帯数ですが、158,000 円／月以下の収入区分の方の割

合が最も高いことが分かります。参考までに、収入基準を超えたとしてもすぐに退去し

なければならないという規定にはなっておりません。努力義務となっております。ただ、

収入に応じて加算されますので、本来の家賃より高くなります。 

１１ページですが、入居者の応募状況と倍率を示しています。平成１７年から平成２

１年までの５年間の平均になります。旧鳥取市内の街なかの団地は、２０倍、３０倍と

なっていて高倍率なのが分かります。逆に、合併町村では低倍率となっていて、１倍を

下回っている団地も見られます。やはり街なか、利便性の良いところに応募が集まる傾

向にあります。 

最後に市営住宅の間取り例を載せております。２ＤＫ、３ＤＫとなっておりますが、

決して狭いというわけではありません。整備水準を満たした広さとなっております。 

今説明させていただいたのが、市営住宅の概略になります。 

議案に戻っていただいて、２０ページ市営住宅の現在の状況をご覧ください。これま

での説明と重複するところもございますが、状況をまとめております。基準は先ほど説

明させていただいたとおりで、入居倍率は二極化しており、応募者の９割以上、入居者

の８割以上が生活保護世帯を含む収入分位（１）の 0～104,000 円／月以下の非常に厳

しい所得水準の方となっています。それから、入居が公開抽選によって決定するため、

上限額に近い世帯が当選し、104,000 円／月以下の世帯が落選するという状況もありま

す。また、入居者の高齢化、入居年数の長期化により回転率が悪化しております。住宅
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コミュニティーの弱体化が進行中で、役員選出が困難になってきております。また、高

齢単身者の孤独死も近年見られる状況にあります。 

このような状況の中で、収入基準を見直した場合のメリット・デメリットを１１ペー

ジに示しております。基準を引き上げた場合、新たな階層の入居による住民コミュニテ

ィーの活性化や家賃収入の増加が期待できますが、逆に応募倍率の上昇、民間賃貸住宅

との競合も出てくるのではないかと考えています。また、より収入の高い方を入居させ

るということは、本来の市営住宅の趣旨から乖離することになります。基準を引き下げ

た場合、応募倍率の低下、民間賃貸住宅との共存が可能となります。また、本来の市営

住宅の趣旨に合致します。逆に、生活困窮者や社会的弱者である高齢者、障がいのある

方、ＤＶ被害者などの様々な事情をお持ちの方のみが集まることになりますので、住民

コミュニティーの弱体化が懸念されます。また、家賃収入の減少が考えられ、今回提案

する基準で入居者が全て入れ替わった場合ですが、試算した結果年間約 4,000 万円、現

在の家賃収入の１割くらい減少します。 

資料の中に、市営住宅の位置図を付けております。また、別図になりますが、県のホ

ームページからダウンロードした県営住宅の位置図も付けおります。 

それでは、これから決めようとしている新しい収入基準ですが、都市計画審議会でご

審議いただくと共に、市民政策コメントを８月１日から２３日まで実施する予定にして

おります。それでは、市営住宅の入居基準見直しに係る参考資料の２枚目ですが、鳥取

市として市営住宅をどうしていきたいのか、どうしていくのかが無いと基準をどうする

という議論は意味をなさなくなりますので、まずこの点について説明します。市営住宅

は、低額所得者層への住宅供給の受け皿として位置付けていかなければなりません。ま

た、住宅セーフティネットとしての市営住宅、低所得者層だけでなく高齢者、障がい者、

犯罪被害者、子育て世帯など、非常に住宅に対して困窮されておられる方のために市営

住宅は必要となります。それから、調和のとれた市域の発展のための施策としての市営

住宅です。合併により鳥取市は非常に大きくなりましたが、それぞれの地域で健全な均

衡ある発展をしていかなければならない状況、また中心市街地では空洞化が進んでいる

といった状況の中で、住宅施策として市営住宅を最大限に活用していくこととします。

それから、民間賃貸住宅市場との連携についてです。公営住宅は、持ち家や民営借家な

どと並び、本市の良質な住宅ストックの形成に重要な役割を担っています。このため、

基礎的な水準を確保し、快適な居住環境を提供することが求められます。同時に、民間

賃貸住宅とのバランスのとれた住宅施策を展開していきたいという４つの大きな柱を

持っております。 

次に、この柱に基づいて、どう見直すかを説明します。現在の収入基準は、国の基準

で定められていますが、本来階層で 158,000 円／月以下、裁量階層で 214,000 円／月

以下となっています。今回の法による条例委任により、鳥取市は本来階層で 104,000

円／月以下、裁量階層で 139,000 円／月以下に基準を引き下げたいと考えています。収
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入分位とありますが、これは総務省の家計統計調査により階層が分けてあり、収入の一

番低い階層で全体の 10％くらいが収入分位（１）の 104,000 円／月以下となります。

今回の見直しは、この収入分位（１）の一番収入の低い階層を対象とした住宅施策とす

ることが目的となります。ただし、高齢者、障がい者、子育て世帯など、特に居住の安

定を図る必要がある階層については、収入分位（３）としております。収入分位（３）

の 139,000 円／月以下というのは、国民の２０％という割合になります。これにより、

収入分位（１）以外の方が入居することは今後無くなります。今まで入居を申し込めた

方が来年度からはできなくなりますので、かなり影響があろうかと思いますが、目的と

しましては住宅セーフティネットとして住宅困窮者のための市営住宅として位置付け

ていきたいということです。先程から、158,000 円や 104,000 円と言っていますが、こ

れは様々な控除を行った後の収入額になります。控除額は、家族構成によって変わって

きますので、いくらまでということは一概に言えません。 

これが基本的な考え方ですが、その他にも追加措置を挙げております。一つ目は、改

良住宅についてです。改良住宅とは何かですが、不良住宅が密集する地区の環境改善を

図るために、市町村または県が建設した公的住宅で、具体的には、同和対策事業に係る

住宅などです。現在は、誰でも入居できるようになっていますので、収入基準を市営住

宅と同水準に統一したいと考えています。二つ目は、収入超過者の加算家賃についてで

す。これは、基準を下げることにより、収入超過者となる方に対して直ぐに家賃を加算

するのではなく、激変緩和措置として何年間か猶予期間を設けて段階的に上げていく措

置とします。現在入居されている方に、よりご理解いただくための措置になります。三

つ目は、裁量階層の収入基準についてです。先程均衡ある市内の発展ということを申し

上げましたけども、合併地域の市営住宅については空室があったり低倍率であったりも

します。そういうところに子育て世帯の方々に来ていただいて地域の活性化に一役かっ

てもらい、様々な活動をしていただきたいと考えています。合併地域であることと子育

て世帯であることに限定して、収入分位（７）259,000 円／月以下、これは国が定めて

いる上限額で、条例においても定めることができる上限額となり、その上限額を適用す

ることとします。収入分位（７）259,000 円／月以下というのは、国民全体の５０％と

なります。これによって、合併地域の市営住宅に入居していただき、学校の統廃合など

の問題に少しでも役立てていただき、また地域自体の活性化にも繋がってほしいという

思いはあります。最後、四つ目ですが、裁量階層の子どもの定義についてです。先程、

子育て世帯は裁量階層に含まれると申し上げましたが、現在は小学校就学までとなって

います。これを市としては義務教育終了まで、中学校卒業までを子育て世帯とし裁量階

層としたいということです。この四項目を基本に、都市計画審議会の答申や市民政策コ

メントによって、更なる追加措置や制度新設の必要性が認められる場合は、状況に応じ

て検討していきたいと考えています。 

その他の資料の説明をさせていただきます。公営住宅における新基準の事例について
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ですが、先程条例制定が来年の４月１日が期限と申し上げましたが、実は平成２４年４

月に条例制定した自治体がございます。福井県、浜松市、桜井市、兵庫県が定めており、

例えば兵庫県は、高齢者などに加えて中学生以下の子どものいる家族や、夫婦の年齢の

合計が８０歳未満の新婚にも上限額の 259,000 円／月以下を適用しています。全国的に

見て、基準を引き下げるという事例は把握していません。どの自治体も国の基準と同水

準にするとしても条例化をしなければいけませんので、これから何か動きがあるかもし

れませんが、現在のところ具体的に基準を引き下げるところがあるという情報は入って

おりません。また、奈良県桜井市は、裁量階層の子育て世帯の考え方を義務教育終了ま

で引き上げるとしており、鳥取市においても参考にさせていただいております。浜松市

では、中山間地域の団地に入居する場合は国が示す上限額 259,000 円／月以下とすると

していますが、鳥取市は更に子育て世帯に限るとしています。 

次に市営住宅の一覧表を付けています。また、世帯状況別の収納集計表、収入分位別

の収納集計表、新基準改正後の家賃収入減額試算の資料を付けていますのでご覧くださ

い。 

市民政策コメントを８月２３日まで募集しますので、その結果を次回の審議会でご報

告したいと思います。最後に一つだけ追加説明をさせていただきたいのですが、先ほど

基準を引き下げた場合には収入超過者が出てくると申し上げましたが、現在の市営住宅

の入居者の方には全戸に今回の収入基準の見直し案を配布する予定としております。意

見の集約の方法は、市民政策コメントによって行うこととしています。少なくとも知ら

なかったということが無いようにしたいと思います。 

少し説明が長くなりましたが、ご審議のほどよろしくお願いします。 

福山会長 

ありがとうございました。ただ今の説明について、ご意見、ご質問がございましたら

お願いします。 

石川委員 

 本来の一番救済の必要がある方々を最優先とするためにそこをはっきりさせるとい

う趣旨と理解していますが、ひとつ気になったのが、最低賃金との関係はどんなふうに

なるのでしょうか。控除等を差し引いた後の所得なので単純には比較できないと思いま

すが。 

事務局 

 最低賃金がどうだからということはありませんが、生活保護世帯というのは全て収入

分位（１）に該当します。おそらく最低賃金で働いておられる方は、収入分位（１）に

含まれるだろうと考えます。 

石川委員 

 最低賃金についてお伺いしましたのは、パートタイムで働いている方はもちろん対象

としなければいけないと思いますが、フルタイムで働いておられる方で、最低賃金水準
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の方はこの対象とならないのでしょうか。 

事務局 

 結果的に、収入が 104,000 円／月以下であれば対象になります。試算はしていません

が、おそらく最低賃金水準で働いておられる方は対象となるのでないかと考えています。 

福山会長 

 最低賃金で所得が月額いくらになるかというところですが、単純には計算できないと

思います。 

事務局 

 はい、単身なのか、子どもがいるなど、世帯構成によって控除額が変わってきます。

単純には計算できませんが、おそらく収入分位（１）の中に入ってくると思います。 

石川委員 

 その辺の決定の仕方はいろいろあると思いますが、最低賃金は変わりますので、僅か

な金額の変化かもしれませんが、そこの変化に合わせてどのように対応するのかお答え

をいただければと思います 

事務局 

 この最低賃金との関係については、整理させていただきたいと思います。次回の審議

会でご報告させていいただきたいと思います。 

石川委員 

 単なる杞憂で、十分カバーできていることであればいいですが。 

事務局 

 試算をして、こういう場合はこうなるというものをお示ししたいと思います。 

福山会長 

 それでは、もし試算が出来るようであれば、次回の審議会で報告いただきたいと思い

ます。 

石川委員 

 市民政策コメントを取る時に、現在の入居者からの意見も市民政策コメントによって

受け付けると説明がありましたが、集約されるときに入居者からの意見と一般の方から

の意見を分けることは可能ですか。 

事務局 

 市民政策コメントとして意見を受け付けますが、住所、氏名を記載していただきます

ので分けて集約することは可能です。 

山口委員 

 ２点ご質問させてください。県営住宅の入居基準の金額が今どれくらいで、県営住宅

もこのような形でこの時期に入居基準の見直しをされるのかどうかが１点目です。２点

目ですが、入居者募集を見ますと大変な応募倍率で、ほとんどの方が入居出来ないこと

になっていますが、入居できなかった方がその後どうしているのか追跡調査などをされ
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ているのでしょうか。また、この入居基準を見直すことによって応募倍率がどれくらい

緩和されるのかという点について教えていただきたいと思います。 

事務局 

 県営住宅につきましては、現在の収入基準は鳥取市と同じです。県に電話で確認した

ところ、現在の基準のままとすると回答いただいております。ちなみに県内３市、島根

県、松江市に問い合わせをしましたが、現在の収入基準を変える動きと言うのは確認で

きませんでした。県東部の４町にも問い合わせましたが、変更の動きはありませんでし

た。 

 入居できなかった方の追跡調査はしておりませんが、鳥取市には優先入居制度という

ものがあり、困窮度に応じて点数を付けて、困窮度の高い方が何回か落選をした場合、

市営住宅に空きが出たら優先的に入居いただいております。空きが出たらということで

すが、１団地で３部屋空いたらその内の１部屋を割り当てるということになります。実

際には順番待ちとなっています。ですから、優先入居登録しても通常の抽選に応募いた

だくようにしております。 

倍率ついては、現在の応募者の８割、９割が収入分位（１）の方なので、目に見えて

劇的に下がることはないだろうと考えています。ただ、より困窮度の高い方を対象とす

るため、基準を引き下げたいと考えています。 

児島委員 

 今の説明は大変良く分かったのですが、最後に出た優先入居制度についてお尋ねしま

す。現状は優先的に入居していただく必要がある方たちを待たせている状態ということ

ですよね。この方たちに対して、例えば民間アパートを借り上げて、そこに入っていた

だけるような緊急避難的措置をされる予定があるのかどうか、そういう制度があるのか

どうかお尋ねします。 

事務局 

 緊急避難的なという意味では、例えば今回東日本大震災で避難されてきた方が入居で

きる制度がございます。それから火災に遭われた方についても期限がありますが無抽選

で入居できます。ただ、民間アパートを借り上げて、そこに入っていただくということ

は考えておりません。 

 

児島委員 

 緊急避難というのは、災害に限定してという意味でとらえていいですか。 

事務局 

 ＤＶの方も対象になります。 

児島委員 

 母子家庭など、家庭の問題で生活が困難になる方々もいらっしゃいますが、そういう

方々に対する救済というのは今のところ何も無いということですか。 
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事務局 

 優先入居制度がありますが、それが円滑に回すことが出来ていないのが現実です。 

児島委員 

 現実は分かりますが、これに対する将来的な施策や対応策を今後どうされる予定です

か。 

事務局 

 将来的には考えなければいけないかもしれませんが、現在のところ考えておりません。 

赤山委員 

 説明で高齢者やより困窮者の救済ということはよく分かりましたが、これによって更

に単身高齢者、住民コミュニティーの弱体化、孤独死等の問題が増えていくのではない

かと思います。現状でも様々なサポートをされていると思いますが、この基準の改正に

あたって何かサポート対策の見直しなどを考えておられるのでしょうか。 

事務局 

 住民コミュ二ティの問題で今取り組んでいるものをご紹介します。水道管理人という

役割を持っていいただいている方がおられ、各戸の検針や集金をしていただいておりま

す。この作業が非常に大変で、各階に上がったり下りたりして検針をしなくてはいけな

い、集金に行くけどもいつ行っても居ない、更にはなかなか払っていただけないといっ

た場合もあります。この住民の負担を軽減する方法を、現在水道局と協議しているとこ

ろです。 

 今後、各問題に対しては、個別に具体的に取り組んでいくこととしております。 

沖委員 

 資料のグラフにも見られるように、だんだんと今後高齢化が進んでいくと思います。

例えば認知症や不慮の事故で家を離れている方がおられると思いますが、このようなケ

ースに対する対応、家賃の扱いなどを検討していただきたいと思いますが、いかがでし

ょうか。 

事務局 

 そのような場合の対応ですが、現在、各住宅には住宅管理人がおりまして、その方に

住宅内のセーフティネットとして連絡を取っていただいております。入院等で何日も離

れる場合は、家族や保証人などから届出をしていただくようにしております。また家賃

についても停止等の措置もしております。ただ、認知症の方については、なかなか把握

できておりません。 

沖委員 

 そのような場合に、何年も契約したままという訳にはいかないと思いますが、どのよ

うな対応を考えておられますか。 

事務局 

 何年間空けたらどうするという問題ではないので、親戚や関係者を探して対応してい
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るところです。 

沖委員 

 これから一人暮らしの方が増えていくので、十分ご検討いただけたらと思います。 

福山会長 

 別の観点になりますが、最近グループホームが増えていています。建築基準法上、少

し問題があるという話もありますが。地域全体でどういう風に高齢者の認知を支えるか

が今後重要な課題になってくると思います。市の公営住宅では、独居老人の方で例えば

認知症になられて、ご家族もおられなくて、市が対応を迫られるということは今まで無

かったということですか。 

事務局 

 これまではありませんでしたが、今後そのようなことがあれば、福祉保健部局と協議

しながら対応していきたいと思います。 

石川委員 

 先ほどから出ていますが、福祉の面というのが非常に大きいのかなと感じています。

高齢者の方に関しても、健常者で、単身で、所得の低い方は公営住宅にということだと

思いますが、その他、グループホームや様々な福祉関係の施設との関係性、また、そこ

での暮らしに対してどのようなサポートをしていくのかなど福祉の側面が強くなって

きますので、全体のパッケージの中で十分にご検討いただいて、制度の変更に伴って漏

れが生じないような形をお願いできればと思います。 

事務局 

 はい。 

福山会長 

 関連してお聞きしますが、公営住宅は本来階層と裁量階層を分けて入居となっていま

すが、各階層で部屋数も分けているのですか。 

事務局 

 部屋数は分けていません。応募できる資格としての階層分けになります。 

福山会長 

 障がい者などは、どうですか。 

事務局 

 障がい者などは、１階の部屋になります。 

福山会長 

 今、石田委員が言われた、どういった人達がどういった住み方をするかという全体の

バランスもある程度考えていかなければならないと思います。 

石川委員 

 そこまで行くと、おそらく公営住宅だけで考えるとバランスが難しくなるのかなとい

うことです。 



14 
 

事務局 

 原則ですが、自立して生活できる方に公営住宅に入居いただくことになります。仮に

そういった方がおられた場合には、親族の方に一緒に住んでいただく等により対応して

いきたいと考えています。 

岡野委員 

 市営住宅は、４４団地２，１８１戸と合併によって非常に多くなっており、耐用年数

が迫っているものもあるのではないかと思います。市営住宅は、中山間地域において、

また合併地域において福祉的な位置付けがあります。住宅行政、福祉行政の両面から、

４４団地のうち建て替えの時期が迫っているものに対してどう対応するのか、また市と

して現状の団地戸数は維持する予定なのかなど市の考えをお聞きします。 

事務局 

 募集状況を見ながら、ある程度戸数を確保していきたいと考えています。耐用年数が

迫っているものはその都度判断することになりますが、現段階では長寿命化、古い団地

を改修して長く使っていくことを考えています。 

岡野委員 

 当面は、長寿命化をしながら現在の戸数を維持していくということですか。 

事務局 

 ２，１８１戸が基準になるわけはありませんが、できるだけ皆さんに供給できるよう

な戸数を維持していきたいと考えています。 

岡野委員 

 耐震診断は行っていますか。 

事務局 

 簡易な耐震診断を行っております。今後は、もう少し進めた次の段階の耐震診断も行

っていこうと考えております。 

福山会長 

 その他いかがでしょうか。今回の見直しで、裁量階層の子育て世帯について、小学校

就学までから義務教育終了までとなりますが、この点についてはいかがですか。この義

務教育終了までとしたのは、試算を行った結果ということでしょうか。 

事務局 

 特に試算はしておりません。 

福山会長 

 少し思ったのが、一般的に高校に行くと思いますし、高校はお金もかかると思います。

ただ、あまり引き上げても回転率などの問題が出てきます。今回の見直しでは、中学校

卒業したら退去するということに対応できるかどうかだと思います。子供は、おそらく

住み続ける場合が多いのではないかと思います。その他の対策で対応できる可能性があ

るかもしれませんが。これは、合併地域の市営住宅を対象に地域の活性化を目的とした
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ものと考えてよろしいですか。 

事務局 

 合併地域については、合併地域の子育て世帯に対する収入基準があります。旧鳥取市

においてもこの義務教育終了までという基準は適用します。 

福山会長 

 資料の合併地域と子育て世帯に対する特例とは、収入分位を上げるという意味ですか。 

事務局 

 はい、そうです。特に合併地域については子育て世帯に対する収入基準を上限額まで

上げており、これによって誘導できたらと思います。 

福山会長 

 その他いかがでしょうか。よろしいですか。 

本議案については、初めに説明がありましたが、次回へ継続審議とします。次回は、

市民政策コメント後、その結果を踏まえてご審議いただきます。これは、鳥取市が他の

自治体に先駆けて行う、少し言い過ぎかもしれませんが、施策を打って出るということ

ですので、ぜひ良いものにしていきたいと思いますのでよろしくお願いします。 

本日出された意見・要望等については、次回の審議会までに整理を事務局の方でお願

いします。 

福山会長 

その他いかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

本日は、以上で予定された議事はすべて終了いたしました。 

その他に質問等ございますか。無いようですので、これをもちまして第９８回鳥取市

都市計画審議会を閉会とします。 

次回は、８月２７日に開催を予定しています。具体的な場所・時間については、後日

事務局よりご案内致します。また、夏の暑い最中になりますが、ご参集いただくことに

なりますが、よろしくお願い致します。本日は、ありがとうございました。 
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